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４．両党のマニフェストの優劣を比較する際のよ
り本質的かつ重要なポイントは、実現可能性と
適切性の評価である。これらの評価には、政策
手段や政策コスト・財源の明示など定量的な評

１．日本総研は、今般、自民党と民主党のマニフェ
ストを比較し、その内容の評価を試みた。その際の
評価基準として、英国における政策評価で用いら
れる５つの基準（いわゆるSMART基準）を採用した。

価が可能な部分もあるが、全体的には、各分野
毎の定性的な判断に拠らざるを得ない。

５．そこで、①経済再生・雇用、②金融・産業再
生、③財政健全化・三位一体改革、④道路公団
改革、⑤郵政三事業改革、⑥年金制度改革、
⑦政策決定プロセスの改革の主要７分野につ
いて、比較評価を試みた。

６．その結果を要約すれば、①、②、③の分野
では、与党として実際に政権を担当し政策を遂
行してきた自民党が総じて実効性の高い政策
を打ち出していると評価されるのに対して、④、
⑤、⑥の分野では、野党としての強みを生かし
た民主党がより大胆な改革を打ち出すなど両
党ともに評価が伯仲する結果となった。

７．最終的には、自民党という「体制内改革」が
小泉政権の下で大きく進むことを期待するのか、
あるいは政策決定プロセスの大胆な変革を提
示する民主党がどこまで日本を大きく変えるこ
とができると期待するのかで、有権者の判断が
分かれることとなろう。

２．SMART基準とは、①具体性（Specific）、②測定
可能性（Measurable）、③実現可能性（Achievable）、

④適切性（Relevant）、⑤期限明示（Timed）の５つで

ある。両党のマニフェストがこれらの基準をどの程
度満たしているかを定量的に把握するために、マニ
フェストに提示されている公約の中で、①法律制
定・改正を明示しているもの、②改革のための新組
織創設を謳っているもの、③数値目標が明示され
ているもの、④政策のコスト・財源が明示されてい
るもの、⑤政策の実施時期や期限が明示されてい
るもの、の公約数を比較した。

３．その結果、以上の５点を満たす公約数は累計で
自民党が８１に対して民主党は１４４とマニフェスト
の具体性、測定可能性、期限明示などの点で民主
党が勝る形となった。もっとも、こうした比較結果は、
自民党が政権与党としての責任と従来の政策との
整合性確保という制約の影響を受ける半面で、民
主党は、野党としての高い自由度を確保していると
の事情を勘案する必要もあり、表面的な数値に過
度にとらわれるべきではないと思われる。

【要旨】
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SMART基準とは？
－英国の政策目標の評価基準

１．具体性（Specific）
法律制定・改正、新組織の創設など具体的な政策が盛り込まれているか

２．測定可能性（Measurable）
数値目標、達成期間などが明示されているか

３．実現可能性（Achievable）
政策手段、政策コスト・財源などが明示されているか

政策のフィージビリティーは高いか

４．適切性（Relevant）
政策相互間の整合性、優先順位などが明確か

問題の核心が示されているか

５．期限明示（Timed）

政策の実施時期、期限などが明示されているか
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自民・民主のマニフェスト比較
－定量的評価－
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【公約数】

①法律制定・改正

②新組織創設

③数値目標設定

④コスト・財源明示

⑤時期・期限明示

【①～⑤合計】

民主党自民党

（注）数値は日本総研が各党のマニフェストから抽出して累計。ダブルカウントがある
ため、民主党では合計数が公約数を上回る。
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＜主要７分野のマニフェスト評価＞

１．経済再生・雇用

・経済再生を最優先課題に位置付けた点は評
価。個々の政策コスト、財源を明示している点も
自民より勝る。

・ただし、「強い経済」の再生を目指す具体策は、
事業規制の原則撤廃、知的財産権の強化など

・科学技術振興、ベンチャー育成、構造改革特区、
官製市場の民間開放など経済活性化のアイデア
は評価。

自民と同質で新味に欠ける。ローン利子控除の
創設、地場産業・商店街の活性化など中小企業
予算７倍増、失業者に対する月10万円の手当て

支給などは、バラマキ的色彩強く、公共事業削
減のデフレ作用を上回るプラス効果が見込める
のかは不明。

・今後２年間で300万人の雇用創出目標は、事実
上530万人雇用創出プログラムの下方修正。また、

・

下げる目標は明確かつ意欲的。
同目標はサービス分野での雇用創出目標であり、
失業率が低下するかどうかは不明。

失業率を5％台半ばから4％台前半以下に引き

・ただし、どの分野でどれだけの雇用を生み出
すかは明確でなく、失業率目標の達成可能性は、
評価が困難。

・2006年度名目成長率2％以上目標はデフレ脱

却への強い意志を示すもので評価。

・ただし、個々の政策コスト、財源などの明示は
ほとんどなく、自民党と小泉政権の政策のねじれ
が続く下では、実効性の高い政策がどこまで実
現するかの評価は困難。

・「若者自立・挑戦プラン」などターゲットを絞った
施策は評価できるが、雇用目標達成のための経
済再生策の実効性は、不透明。

民主党自民党
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２．金融・産業再生

・「金融再生ファイナルプラン」の実施により、２
年以内に信用創造と金融仲介機能を回復する
としているが、実効性は不透明。公的資本の投
入が謳われているのみで、民間金融機関のガ
バナンス強化など収益体質向上を促す視点が
乏しい。

・大企業と中小企業、大手銀行と地域金融機関
を別次元で論じるなどダブルスタンダードが自
民以上に目立つ。

・地域金融円滑化法の制定を明示しているが、
地域金融機関の再編・強化の道筋は見えにくい。

・金融再生と一体的に論じられるべき産業再生
の視点が極めて希薄で、具体的な産業再生策
が見えない。

・政策金融など公的金融の改革について全く触
れておらず、金融システムの将来像が不明。

・金融再生プログラムと産業再生機構などを車の
両輪に金融・産業の一体的再生を図る方向性は
妥当。

・大手行の不良債権残高比率を2年以内に半減

させる目標も意欲的。ただし、地域金融機関に対
する目標設定はなく、「リレーションシップ・バンキ
ング」の名の下に、事実上のダブル・スタンダード
行政となっている点は、オーバーバンキング是正
への道筋が見えず、評価できない。

・郵政民営化や政策金融の改革など公的金融の
改革が遅れており、民間を中心とした強固な金
融システムを構築するための障害となっている。

・繰延税金資産と不良債権処理税制、新法制定
による公的資本注入の枠組み、可変保険料率の
導入などが検討課題として積み残し。

・産業再生機構の有効活用を含めた包括的な産
業再生、業界再編策が未だ見えていない。

民主党自民党
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３．財政健全化、三位一体改革

・平成17年度までに策定する「財政再建プラン」

の内容は不明であり、時期も遅すぎる。財政再
建時期を10～15年目途とするなど不明確。

・公共事業については、向こう3年間の削減の数

値目標を明示した点は評価。ダムや河川整備、
干拓事業等の国家プロジェクトの凍結・中止・見
直しによって自民党を上回る削減を目指してい
る点も評価できる。

・分権革命など国と地方の役割分担を抜本的に

・ただし、財政赤字削減の実効性は不透明。公共
事業のコスト改革、4兆円の補助金削減、現行の

年金改革案では、財政健全化への道筋描けない。
変えようという理念は評価。地方自治の確立、
住民の政策決定への直接参加を強化する法案
提出を明示した点も評価。

・18兆円の補助金を廃止し、5.5兆円の税源移譲
（所得税→住民税）、12兆円の一括交付金化な

ど具体的な改革案を提示した点は評価できるが、

交付金改革には言及しておらず、地方歳出削減
の道筋も見えない点は、問題。

・2010年代初頭にプライマリーバランス黒字化な

ど具体的な数値目標を設定している点は評価。

・モデル事業による複数年度予算化、政策群に
よる予算の重点配分の試みは、方向としては評
価できる。特別会計や特定財源制度の抜本的見
直しも評価。

・国と地方の三位一体改革は、国と地方の役割
分担をどう見直すかが不明確。補助金削減の具
体的中身、税源移譲の項目も不明。交付税改革
も、具体的な改革の青写真が示されていない。

・地方公務員給与や単独事業の見直し、市町村
合併に言及している点は評価できるものの、具
体的な数値目標なく、地方財政の健全化にどの
程度寄与するのか不明。

民主党自民党
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４．道路公団改革

・日本道路公団、本州四国連絡橋公団の廃止と
一部大都市を除く高速道路料金を３年以内に無
料化することを打ち出した点には一定の評価。

・ただし、40兆円に上る道路４公団の債務返済と

道路の維持管理費に要する２兆円を道路予算
の一部振り替えと大都市部の通行料で賄うとし
ているが財源の分配、運営費の負担方法など
が不明であり、実効性は不透明。

・不採算の高速道路新規建設をどうするのかに
ついて、民主党も明確な言及が無い点では自民
と同様。

・道路特定財源を一般財源化し、自動車重量税
半減、自動車取得税廃止、環境税の創設を打ち
出した点は評価されるが、無料化案との整合性
は不明。

・道路関係４公団を2005年度から民営化（法案を
2004年に提出）を明示した点は評価。

・ただし、民営化のスキーム自体は明確でなく、
国民にとってのメリット見えにくい。

・「料金プール制」や借金による不採算路線の新
規建設など無駄と非効率を膨張させる仕組みの
改革案は示されず。

・国の高速道路整備計画（総延長9342キロ）の見

直しにも触れず、国直轄で高速道路建設を進め
る方向に向かう懸念大。

・高速道路料金を不採算の道路建設に流用させ
ず債務返済を優先させるという民営化委員会の
意見が真に尊重されるかは不透明。

・高速道路料金10％引き下げの原資も不明確で、

実効性に疑問。

民主党自民党
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５．郵政三事業改革

・郵便事業への民間参入の高いハードルとなっ
ているポスト設置義務の見直しや、郵貯・簡保
の預入限度額の段階的引き下げを明示したこと
は、高く評価。もっとも、具体的な限度は明示さ
れていない点は、物足りない。

・郵政三事業の経営形態（民営化するのかどう
か）についても、民主党の支持基盤となっている
郵政公社の労働組合に配慮して触れられてい
ない点は、疑問。

・郵貯・簡保資金を地域や中小企業に役立たせ
るシステムの構築を検討するとしているが、具
体的アイデアは不明。

・この問題は、中小企業金融など政策金融のあ
り方、国や地方の財政健全化をどう実現するの
かという問題と整合性を取る必要があるが、そう
した視点は示されていない。

・2007年4月に郵政三事業民営化を打ち出した点

は評価。ただし、民営化法案の国会提出時期は
明示されず、2004年秋頃までに結論を得るとの

玉虫色決着となった点は、問題を残した。

・何故、民営化が必要かという納得的説明が国
民に対して十分なされていない点も問題。

・民営化までの移行期に、郵政公社として、国家
保証や税制上の優遇、預金保険料免除など官業
ゆえの特典を維持しつつ、投信販売、定期付き
終身保険販売、コンビニなどとの提携拡大による
新サービスの拡充などが進められる公算が大き
く、官の肥大化と民業圧迫の構図に歯止めがか
からない恐れが強い点は大きな問題。

・郵貯・簡保資金の望ましい規模や有効な活用
方法、国や地方の財政健全化との整合性確保に
ついて、全く示されていない点も問題。

民主党自民党
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６．年金制度改革

・4年以内に全国民共通の所得比例年金と、中

低所得層には税を財源とする最低保障年金の２
階建ての制度を創設するとした点は、自民党よ
りも明確かつ国民年金の空洞化問題の解消に
も寄与するという意味で評価できる改革案。

・ただし、その大前提として所得補足の強化が

ていない。
必要との認識を示しているが、納税者番号制度
の導入については言及し

・世代間の不公平を是正する改革となっておらず、
若年世代の年金不信を払拭するに至らない。

・厚労省案よりも改革の「痛み」が小さくなること
を示唆しているが、改革案のフィージビリティー
が定かではなく、評価は困難。

・基礎年金国庫負担２分の１への引き上げ財源
は５年かけて歳出削減で捻出するとしているが、
実効性は不透明。官代表は消費税率２％の引
き上げで１階部分の財源が賄えるとしているが、
精緻な数値計算はされておらず、実効性は不明。

・自民党としての改革の具体案が明確でなく、改
革後の負担と給付の関係も不明。

・現在検討されている厚生労働省案ないしは坂
口試案に止まる場合には、給付カットや保険料
引き上げの「痛み」を若年世代に先送りする改革
となり、従来の延長線上の改革の域を出ず。

・基礎年金国庫負担２分の１への引き上げ財源、
時期ともに明示されておらず、明確性に欠ける。

・将来の消費税引き上げについても、国民的議
論を行うとしているのみで、判断を避けている。

・「国民負担率50％以内に抑制」との方向が示さ

れたが、諮問会議で例示された「潜在的国民負
担率50％以内」からは後退。

民主党自民党
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７．政策決定プロセスの改革

・首相主導の「新しい政府」を確立すべく、党政
調会長が官房長官を、党幹事長が無任所大臣
を兼務するなど自民党と小泉政権にみられた政
策のねじれ現象を解消する仕組みを導入すると
している点は、高く評価。

・官僚主導の政策企画・立案体制を変えるべく、
主要閣僚を原則として官邸常駐とするほか、各
省庁の重要ポストへの民間人の政治任用（ポリ
ティカル・アポインティー）を強化するとしている
点も評価できる。

・また、公務員の天下り禁止などを含めた抜本
的な公務員制度改革を提唱している点も評価。

・内閣財政局を設置し、各省庁の省益を超えた
大胆な予算配分の変更と思い切った税制改革
を推進するとしている点も、実効性は不透明な
がら、一定の評価。

・真の改革推進政党を自認するのみで、政策決
定プロセスの改革には言及せず。

・自民党VS経済財政諮問会議の対立の構図が

持続するようであれば、構造改革の歩みは過去
２年半と同様、極めて遅いものに止まる懸念大。

・若手人材の育成・登用による政策立案機能の
強化を謳っているが、自らを改革し派閥政治、利
権政治から脱却できなければ、「自民党が日本を
変える」ことは困難。

民主党自民党
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